
■ プ ラ ン 策 定 の 趣 旨 ■

在留資格「 特定技能」 の創設等の制度改正により 、今後も 外国人県民の増加が見込ま

れ、人口減少・ 少子高齢化が進む社会において、外国人県民が地域社会を支える担い手に

なること が期待さ れます。こう し た社会の変化に対応し 、多文化共生施策の一層の推進を図

るため、第４ 次あいち多文化共生推進プランを策定し ました。

■ 位 置 付 け ■

本プランは、愛知県が2020 年11月に策定し た「 あいちビジョ ン2 03 0」 の政策の方向性に

沿って、本県の多文化共生施策についての方針や考え方を明確にした個別計画です。

■ 計 画 期 間 ■

本プランの計画期間は、2023 年度から2027年度までの５ 年間とします。

■ 外 国 人 県 民 数 の 推 移 ■

本県の外国人県民数は、20 21年12 月末現在、東京都に次いで全国第２ 位の2 65 ,19 9人

で、県の総人口に占める割合は約3 .5％と なっています。国籍別では、ブラジルが59 ,3 0 0人

と 最も 多い状況が続いていますが、近年では、ベト ナム、フィ リ ピン等、アジア圏の割合が増

加しています。
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〈 外国人県民数の推移（ 愛知県） 〉

出典： 法務省「 在留外国人統計」 各年1 2 月末現在、 愛知県「 あいち の人口」 各年1 月1 日現在

外国人県民数265,199人
（ 総人口に占める 割合　 約3.5％）

2021年12月末現在

その他
33,288 人

ペルー
7,744 人

ネパール
8,256 人

韓国・ 朝鮮
29,506 人

フ ィ リ ピン
39,149 人

ベト ナム
43,927 人

中国
44,029 人

ブラ ジル
59,300 人

総人口に占める割合

（ 人）

■ プ ラ ン の 内 容 ■

多文化共生社会の形成による 豊かで 活力ある 地域づく り

《 基本目標》

多文化共生社会の形成の推進により、国籍や民族などのちがいにかかわらず、すべての県

民の人権が尊重さ れ、県民一人ひとり が地域社会の担い手として、個人の能力を十分発揮し

ながら 、地域社会の様々な活動に主体的に参加し 活躍できる環境づく り が進みます。そし

て、幅広い分野で多数の優れた人材の活躍が期待さ れ、地域への定着に取り 組むこと が地

域活力の源と なり ます。

※本プランにおける多文化共生社会の定義

　 国籍や民族などのちがいにかかわらず、すべての県民が互いの文化的背景や考え方などを理解し 、

ともに安心して暮らし活躍できる地域社会

《 施策体系》

基本目標を実現するために、次の４ つの施策体系を柱として、多文化共生推進施策

を展開します。

Ⅰ コ ミ ュニケーショ ン 支援

言葉の壁を越えて、誰もが安全・ 安心に暮らし 、と もに活躍できるよう 、日本語教育を

推進します。また、外国人県民が必要な情報を得られるよう 、やさし い日本語を含めた多

言語対応を推進し ます。

Ⅱ 生活支援

相談体制の整備やライフサイクルに応じ た継続的な支援等、生活全般にわたる支援の

充実を図ります。また、防災や医療等、生活へのリスクに対応する体制を整備します。

Ⅲ 意識啓発と 社会参画支援

外国人県民と 日本人県民が互いの文化的背景や生活習慣を理解し 、偏見や差別を解

消するために、教育の充実、啓発活動、相談体制の整備等に取り 組みます。また、外国人

県民が地域社会の一員として主体的に参加できる環境を整備します。

Ⅳ 地域活性化の推進やグローバル化への対応

外国人県民の視点や多様性を活かして、外国人県民と 日本人県民が連携・ 協働し 、地

域の活性化とグローバル化を進めます。

資料１



《 施策体系》

Ⅰ コミ ュニケーショ ン

　  支援

１．日本語教育の推進 ◎①行政主体の地域日本語教育推進体制の整備

◎②地域日本語教育を担う 人材の育成

　 ③ライフサイクルに応じた日本語教育の推進

　 　 ・ 多文化子育てサロンの設置促進（ 乳幼児期）

　 　 ・ 母語教育の推進（ 乳幼児期）

　 　 ・ 日本語学習支援基金による助成（ 子ども 期）

　 　 ・ 初期日本語教育の促進（ 青年期、成人期等）

　 　 ・ 多文化共生日本語スピーチコンテスト の開催（ 年代共通） 等

　 ④学校教育における日本語教育の充実

　 ⑤日本語教育におけるICTの活用促進

Ⅱ 生活支援

２ ．行政・ 生活情報の

　   多言語化

◎①ICTを活用した多言語対応の推進

　 ②やさし い日本語の普及

１．相談体制の整備 　 ①多言語相談支援体制の充実

　 ②ICTを活用した相談体制の整備

２ ．生活支援の充実 ◎①ライフサイクルに応じ た生活支援の充実

　 　 ・ 子ども・ 子育て家庭への支援（ 乳幼児期、子ども 期等）

　 　 ・ 教育機会の確保（ 子ども期、青年期等）

　 　 ・ キャリア教育の促進（ 子ども 期、青年期等）

　 　 ・ 住環境の整備（ 成人期等）

　 　 ・ 保健・ 福祉・ 介護分野での支援（ 老年期等）

◎②日本の生活への早期適応の支援

◎③労働環境の整備

３ ．防災・ 防犯・ 交通

　   安全対策の推進

◎①「 愛知県災害多言語支援センター」 の体制整備

◎②防災教育・ 防災訓練の強化

　 ③防犯・ 交通安全教育の推進

４ ．医療に関する多言語

　   対応の促進

◎①「 あいち医療通訳システム」 の充実・ 普及促進

　 ②医療に関する多言語での情報提供

　 ③感染症に関する多言語による情報提供及び相談対応

Ⅲ 意識啓発と 社会

　  参画支援

１．県全体の意識づく り ◎①多文化共生の理解促進を図る機会の提供

　 ②多様性を尊重する社会づく り

２ ．地域における交流の

　   促進

◎①地域における交流・ 相互理解の促進

　 ②外国人県民の地域への参画促進

Ⅳ 地域活性化の推進

　  やグローバル化へ

　  の対応

１．外国人県民と の連携・

　  協働による地域活性化

　  の推進・ グローバル化

　  への対応

　 ①外国人県民と の連携・ 協働による地域活性化の推進

　 ②グローバル人材の活躍促進

◎③留学生の活躍促進

大項目 中項目 小項目

◎： 重点的な取組の方向性に関連する項目

《 重点的な 取組の方向性》

・ ICTを活用した多言語対応の推進（ 多言語での情報提供や相談対応の推進など）

・ ライフ サイクルに応じ た生活支援の充実（ 子育て家庭への支援、教育機会の確保、保健・ 福

　 祉・ 介護分野での支援など）

・「 愛知県災害多言語支援センタ ー」の体制整備（ 災害時の多言語での情報発信など）

・ 防災教育・ 防災訓練の強化（ 多言語での防災知識の普及啓発など）

・「 あいち医療通訳システム」 の充実・ 普及促進（ 医療機関の加入促進など）

① 安 全・ 安心な 暮ら し を 支える 体制の強化

・ 日本の生活への早期適応の支援（ 企業等における早期適応研修の実施促進など）

・ 労働環境の整備（ 就業や起業に関する相談対応・ 支援など）

・ 留学生の活躍促進（ 県内企業への就職促進など）

③ 外 国人県民の活躍促進

・ 行政主体の地域日本語教育推進体制の整備（ 市町村主体の取組促進など）

・ 地域日本語教育を担う 人材の育成（ 初期日本語教育指導者養成講座の開催など）

② 持 続可能な 地域日本語教育推進体制づく り

・ 多文化共生の理解促進を図る機会の提供（ 多文化共生フォーラムの開催など）

・ 地域における交流・ 相互理解の促進（ イベント 等の実施や周知協力など）

④ 多文化共生への理解促進

※20 21年度第２回県政世論調査の「 外国人県民が多いことに関する意識」について、回答者1 ,5 90人のう ち、「 望ましい」の３項目どれかに回答があった割合。

８ 市町村

8 8人

未開設

現　 状

20 市町村

3 0 0人

年間

1,3 0 0 ,0 0 0 件

目　 標

《 評価指標》

Ⅰ コミ ュニケーショ ン

　  支援

初期日本語教育に取り 組む市町村数

15 箇所 2 5 箇所 Ⅱ 生活支援 多文化子育てサロンの設置地域数

157 機関 2 0 0 機関医療通訳システムの登録医療機関数

初期日本語教育指導者養成講座の修了者数

行政・ 生活情報を多言語で一元的に発信する

ポータ ルサイ ト のアク セス件数

大項目 指　 標

41市町村 5 4市町村
外国人県民に対し て社会保険制度（ 年金・ 医

療・ 介護） の理解促進に取り 組む市町村数

2 2市町村 5 4市町村
避難所における外国人対応の準備に取り 組む

市町村数

4 8％(※) 6 0％
外国人県民が多いこ と を好意的に捉える県民

の割合

未実施 年間10 0 件
行政・ 生活情報を多言語で一元的に発信するポータ

ルサイト で情報提供する地域の交流イベント 件数

Ⅲ 意識啓発と 社会

　  参画支援

1,19 6人 1,6 0 0人
県内で就職を目的と し て在留資格を変更し た

留学生数

Ⅳ 地域活性化の推進

　  やグローバル化へ

　  の対応



ラ イ フ サイク ル図　  こ の図は、 施策体系の大項目「 Ⅰ コ ミ ュ ニケーショ ン 支援」 と 「 Ⅱ 生活支援」 に関する 主な施策を ラ イ フ サイ ク ルに沿っ て示し たも のです。

施策体系の大項目「 Ⅲ 意識啓発と 社会参画支援」 と 「 Ⅳ 地域活性化の推進やグロ ーバル化への対応」 については、 ラ イ フ サイ ク ルの各年代に共通し て取り 組んでいき ます。
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【 ラ イ フ サイ ク ルに応じ た生活支援の充実】

〈 キャ リ ア教育の促進〉
〇教育制度や進学に関する 情報提供　 　 　 〇就労アド バイ ザーの配置

〈 保健・ 福祉・ 介護分野での支援〉
〇生活設計支援　

〇社会保険制度（ 年金・ 医療・ 介護） の情報提供　 　

〇生活困窮者等への支援
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  〇介護通訳対応の検討

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　  〇外国人介護人材への支援
〈 教育機会の確保〉
〇プレ スク ールの普及　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〇外国人生徒入学者選抜の実施
〇不就学・ 学齢超過児童生徒への対応　 　 　 　 〇若者・ 外国人未来塾の実施

〇外国人学校調査の実施　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〇教育費負担の軽減

〇中学夜間学級への支援・ 公立夜間中学の設置に向けた取組
〈 住環境の整備〉
〇外国人の入居を受け入れる賃貸住宅の登録の推進

〇県営住宅に関する情報提供・ 相談体制整備

〈 子ど も ・ 子育て家庭への支援〉
〇多文化子育てサロン の設置促進　 　 　 　 　 　 　

〇不登校等の悩みを抱える児童生徒の家庭教育への支援

〇妊娠・ 出産・ 子育てに関する 情報提供　 　 　 　

〇生活困窮世帯等の子ども への学習支援

〇公的医療保険や保育料の負担軽減　 　 　 　 　 　
〇子ども 食堂開設の支援

〇発達障害児や保護者への対応の検討

〇困難を抱える子ども を支援する

　 ネッ ト ワーク 形成の促進

【 ラ イ フ サイ ク ルに応じ た日本語教育の推進】
〇多文化子育てサロン の設置促進　 　 　 　 〇多文化共生日本語スピーチコ ン テスト の開催

〇母語教育の推進　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〇日本語学習支援基金による 日本語教室助成　 　 　 　 　 〇地域における 初期日本語教室のモデル実施
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〇企業における 日本語教育の取組促進

【 学校教育における 日本語教育の充実】
〇日本語教育適応学級担当教員の配置　 　 　 　 〇外国人生徒教育支援員や日本語

〇語学相談員の配置・ 訪問指導　 　 　 　 　 　 　 　 教育支援員の配置
〇日本語初期指導教室の運営への補助

行政・ 生活情報の多言語化

医療に関する多言語対応の促進

防災・ 防犯・ 交通安全対策の推進

相談体制の整備

【 地域日本語教育を 担う 人材の育成】
〇初期日本語教育向け指導者の養成やフ ォ ローアッ プ　 　 　 　 〇初期日本語教育を コ ーディ ネート でき る 人材の養成　 　 　 　 〇地域日本語教育での外国人県民コ ーディ ネータ ーの配置促進

【 行政主体の地域日本語教育推進体制の整備】
〇あいち地域日本語教育推進セン タ ーの情報発信の強化　 　 　 　 〇コ ーディ ネータ ー派遣によ る助言　 　 　 　 〇地域日本語教育に取り 組む市町村への支援　 　 　 　 〇日本語能力判定ツールの開発

【 日本語教育における ICT の活用促進】
〇県立学校への小型通訳機の配備　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 〇オン ラ イ ンでの初期日本語教室の開催

【 労働環境の整備】
〇外国人労働者のための憲章の普及　 　 　 　 〇起業のための情報提供・ 相談対応

〇労働や就業のための相談対応　 　 　 　 　 　 〇職業訓練の実施

【 日本の生活への早期適応の支援】
〇早期適応研修のカ リ キュ ラ ムや教材の普及　 　 　 　 〇多言語によ る 生活情報の充実

「 愛 知 県 地

域日本語教

育の推進に

関する 基本

的な方針」に

基づき実施

概ね５ 歳まで

乳幼児期
概ね６ ～14 歳

子ども 期
概ね15 ～2 0 代前半

青年期
概ね65歳以上

老年期
概ね2 0 代後半～6 4 歳

成人期


